資料５－１
令和３年８月30日
令和３年度第２回多治見市地域公共交通会議
路線バスに対する公的負担額の状況について【報告】議題５


１.報告内容
　東濃鉄道株式会社が運行する路線バスの内、市町村域（平成13年時点で合併前の旧市町村域を含む）を跨ぎ運行する路線に対する国及び県の補助金について、令和２年度(令和元年度～令和２年度)中の運行に対する補助額を報告するもの。

２.報告を行う理由
[bookmark: _GoBack]　路線バスの運行においては、運賃収入だけではなく、国及び県の公的負担（補助金）を受けたうえで運行を維持している路線が複数ある。そういった公的負担による路線維持は、多治見市の公共交通網の形成の上でも重要な要素の１つとなっているため、状況を報告・共有するもの。

３.公的負担額の状況
　路線ごとの国及び県の補助額を資料５－２にまとめた。

４.国及び県の補助金の概要
国補助事業
（1）補助制度名称
　　　地域公共交通確保維持事業補助（地域間幹線系統補助）
（2）補助要件
　　以下のすべてを満たす路線定期運行の系統。補助事業期間前に見込みで判断。
①複数市町村域にまたがる系統であること（平成13年時点で合併前の旧市町村域を含む）
②１日当たりの計画運行回数が３回（３往復）以上であること
③輸送量が15人～150人/日と見込まれること
④広域行政圏の中心市町村等にアクセスしていること
（3）補助額
　　補助対象見込経費から予測収益を差し引いた額の1/2

県補助事業
（1）補助制度名称
　　岐阜県バス運行対策費補助金
（2）補助要件
　ア．地域間幹線系統
　　国の①～④の要件を満たす系統（④の広域行政圏の中心市町村等について、国よりも広い範囲で設定）
　イ．準地域間幹線系統
　　以下のすべてを満たす路線定期運行の系統
　①複数市町村域にまたがる系統であること（平成13年時点で合併前の旧市町村域を含む）
②１日当たりの運行回数が３回（３往復）以上であること
③輸送量が5人以上15人未満/日であること、又は15人以上であって、15人以上となってから２年以内であるため、地域間幹線系統とならないもの
　ウ.連絡系統
　　以下のすべてを満たす路線定期運行の系統
　　①複数市町村域にまたがる系統であること（平成13年時点で合併前の旧市町村域を含む）
　　②輸送量が１人以上15人未満/日であること
　　③地域間幹線系統又は準地域間幹線系統と同じバス停留所を使用している、又は地域間幹線系統又は準地域間幹線系統のバス停留所の500メートル以内にバス停留所を設置していること。
　その他、交通空白地系統もあり（多治見市内を運行する路線に該当なし）。
　（3）補助額
　　　運行経費から収益を差し引いた額の7/20（地域間幹線系統）又は1/3（準地域間幹線系統、連絡系統）
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